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１．調査の目的

公立小中学校施設の老朽化の現状や自治体における老朽化対策の取組状況について把握
し、もって老朽化対策検討特別部会における議論の基礎資料とする。

２．調査の概要

（１）調査対象 各市区町村教育委員会施設主管課長

（２）実施期間 平成２４年５月２日から平成２４年６月４日まで

３．調査結果

・ 市区町村数 １，７４２

・ 対象市区町村数 １，６６６※

・ 有効回答数 １，６６３（回答率 ９９.８％）

公立学校施設の老朽化対策の検討に係るアンケート調査結果（速報）

※東日本大震災等の影響により提出が困難な自治体、経年２５年以上の公立小中学校施設を保有していない自治体を除いたもの。

資料４
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①現在保有する学校施設に対する意見

１．学校施設全般について

①現在保有する学校施設に対する意見
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア．建物の耐震性

イ．非構造部材の耐震性

ウ．防災機能

エ．防犯機能

オ．老朽化対策

カ．多様な教育内容への対応

キ．環境性能

ク．バリアフリー化

ケ．情報化

コ．施設の広さ

サ．温熱環境

シ．余裕教室の活用

ス．地域との連携の場

4（十分） 3 2 1（不十分） 無回答

建物の耐震性や施設の広さ等について十分であるとの意見が多くを占める一方、老朽化対策や非構造部材
対策、環境性能、バリアフリー化等について不十分との意見が多い。
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②今後、特に重要と考える学校施設整備の課題
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ア．建物や非構造部材の耐震化

イ．防災機能の強化

ウ．防犯対策に配慮した整備

エ．老朽化した施設の再生

オ．多様な学習活動に対応した整備

カ．環境を考慮した学校施設づくり

キ．施設のバリアフリー化

ク．情報化への対応

ケ．教室不足など学習スペースの確保

コ．空調設置などの快適な環境確保

サ．余裕教室の活用

シ．地域との連携の場の確保

ス．なし

セ．その他

無回答

１位

２位

３位

（市区町村）

１．学校施設全般について

耐震化や老朽化対策、防災機能強化が特に重要と考える市区町村が多い。

②今後、特に重要と考える学校施設整備の課題
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③主に老朽化が原因で発生した不具合
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２．学校施設の老朽化対策について
（１）老朽化の現状について

平成２３年度における不具合は、安全面が約１万４千件、機能面が約３万件となっている。
（年間あたりの安全面での不具合は、概ね２校に１件程度、機能面での不具合は１校に１件程度発生。）

③主に老朽化が原因で発生した不具合

※教育委員会が把握している範囲で計上されたもの。（正確な件数が分からない場合は概数）
※過去３年間分把握していない市区町村の場合、直近のものと同数の不具合が発生しているものとして計上。
※東日本大震災等の大規模災害によるものを除く。

安全面：建築物が経年によって損傷を受け、例えばその一部分（モルタル、タイル、
窓など）が脱落するなどの事例

機能面：劣化が進行し、例えば雨漏りが生じたりして学校での活動に支障をきたし
たり財産を損傷するおそれがあった事例
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ア．劣化状況の的確な把握

イ．施設情報の集約化

ウ．効率的な管理手法の導入

エ．長寿命化対策等の進め方

オ．目標とする老朽化対策の度合いが不明

カ．必要な予算の確保

キ．必要な補助メニューがない

ク．自治体内部の優先順位が低い

ケ．専門的な人手の不足

コ．なし

サ．その他

無回答

１位

２位

３位

（市区町村）

２．学校施設の老朽化対策について
（１）老朽化の現状について

必要な予算の確保と、劣化状況の的確な把握が課題と考えている市区町村は特に多い。

④老朽化対策において課題と考えている事項

（市区町村）
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検討中
38%
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ⅰ．中長期的な保全計画の方針

ⅱ．数値目標の設定

ⅲ．改築・改修等の実施時期

ⅳ．財政負担の推移予測

ⅴ．その他

（市区町村）

⑤老朽化対策の中長期計画の策定状況

ア．中長期計画の策定状況 イ．（左記で取り組んでいると答えた場合）記載内容

２．学校施設の老朽化対策について
（２）計画的な整備について

※重複回答あり

中長期計画の策定に取り組んでいる自治体は約３割程度に留まっている。
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～34年
105

～34年
185

35年～44年
197

35年～44年
400

45年～54年
335

45年～54年
416

55年～64年
179

55年～64年
83

65年～74年
20

65年～74年
30

75年～
16

75年～
15

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

目標・目安

実績

～34年 35年～44年 45年～54年 55年～64年 65年～74年 75年～

⑥校舎・体育館の老朽化に係る改築（建て替え）周期

２．学校施設の老朽化対策について
（２）計画的な整備について

多くの市区町村が改築までの周期を５０年程度としており、６５年を超える年数を設定している市区町村は少な
い。また、実績は目標・目安より早まる傾向が見られる。

無回答
4
0%

あり
861
52%

なし
798
48%

目標・目安の有無

※平均的なものについて選択

目標・目安としている周期、これまでの実績
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⑦校舎・体育館の大規模改修の周期

２．学校施設の老朽化対策について
（２）計画的な整備について

無回答
1
0%

なし
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～20年
116
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265

21～25年
270

26年～30年
257

26年～30年
348

31年～35年
181

31年～35年
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36年～40年
82

36年～40年
162

41年～
83
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目標・目安

実績

～20年 21～25年 26年～30年 31年～35年 36年～40年 41年～

改修の周期は２０～３０年前後を目標・目安としている市区町村が多い。これまでの実績は、目標・目安に比べ、
遅くなる傾向にある。

目標・目安の有無 目標・目安としている周期、これまでの実績

※平均的なものについて選択
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⑧中規模な改修について、目標、目安としている周期の有無
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ⅰ．防水改修

ⅱ．外装改修

ⅲ．内装改修

ⅳ．電気設備改修（主に照明）

ⅴ．機械設備改修（空調）

ⅵ．機械設備改修（衛生）

有り

無し

無回答

⑧中規模な改修の周期（目標・目安設定の有無）

２．学校施設の老朽化対策について
（２）計画的な整備について

中規模な改修の周期について、目標・目安を設定している市区町村は概ね半数程度。
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⑧中規模な改修の周期

２．学校施設の老朽化対策について
（２）計画的な整備について

いずれの改修も、目標・目安としている周期より、これまでの実績が遅くなる傾向にある。
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実績

目標・目安

実績

目標・目安

実績

目標・目安

実績

～15年 16～20年 21～25年 26～30年 31～35年

36～40年 41年～

ⅰ．
防水改修

ⅱ．
外装改修

ⅲ．
内装改修

ⅳ．
電気設備改修
（主に照明）

ⅴ．
機械設備改修
（空調）

ⅵ．
機械設備改修
（空調）
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優先順位付けは現地調査による劣化状況をもとに判断している市区町村が最も多い。
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ア．建築年

イ．改修履歴

ウ．現地調査による劣化状況

エ．学校等からの要望

オ．自治体の計画・首長の方針

カ．地域のバランス

キ．その他

改修事業

改築（建て替え）事業

（市区町村）

⑨・⑩改修・改築事業の優先順位づけの方法

２．学校施設の老朽化対策について
（２）計画的な整備について

（重複回答あり）
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ア．コンクリート強度不足・中性化

イ．法定耐用年数の超過

ウ．改修コストがかかりすぎる

エ．教育内容への対応

オ．地元や学校からの要望

カ．改築の予定はない

キ．その他

（重複回答あり）

（市区町村）

⑪改修ではなく改築（建て替え）を選択する理由

２．学校施設の老朽化対策について
（２）計画的な整備について

コンクリート強度不足・中性化や、改修コストが高いこと、法定耐用年数の超過を挙げる市区町村が特に多い。
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⑫老朽化対策の積極的取組状況
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ア．建物の劣化診断

イ．建物の長寿命化

ウ．ライフサイクルコストの算定

エ．計画的な予防保全管理

取り組んでいる 検討中 取り組んでいない 無回答

⑫老朽化対策の積極的取組状況

２．学校施設の老朽化対策について
（２）計画的な整備について

積極的な取組を行っていない市区町村が過半数を占めている。



14

⑬国に提供してほしい情報（自由記述）

２．学校施設の老朽化対策について
（３）老朽化対策に関する要望について

＜主な意見＞
○長寿命化等の具体的事例紹介
○改修、長寿命化等の手法、指針の策定
○改築、改修時期の目安提示
○コストの情報
○劣化診断の方法、指標化
○補助制度の情報

⑭補助制度への要望（自由記述）

＜主な意見＞
○補助率の嵩上げ、単価の増
○大規模改造（老朽）事業の上限額引き上げ（現行：原則２億円）
○大規模改造（老朽）事業の下限額引き下げ（現行：原則７千万円）
○部分改修の補助対象化
○補助メニューの多様化
○手続きの簡素化・早期化、使い勝手のよい制度設計
○事業の採択・予算の確保


